











































































































































































































































































いる。修学期間も 2年から 5年と職種によって異なるが，最も多いのは 4年課程である。 1クラス
の定員は実技訓練の効率を考慮、し16人とされ，受講希望者が多い場合はクラス数を増やす。
受講者には授業料の補助があり，入校経路によって連邦政府の雇用移民局や失業保険局，州政府
の厚生・社会福祉局や法務省などから支出される。訓練は生産現場における O.]. T. (On the Job 




























































































































給促進事業J ('85"'-"86年度)， r木造住宅生産近代化促進事業J ('87"'-')を推進してきた。こうした行
政の施策が契機となって当該者の自覚が生まれることが望まれるが，しかし住宅供給企業の宣伝力，
資金力，情報収集力の前に押され気味なのが現状であろう。
- 62ー 『木造建築技術の伝達と町場の再生に向けて』
そこで町場大工・工務庖にとっての最大のテーマは，かつてその性格を規定していた住まい手と
のつながりであろう。都市地域を別にすれば，地方にはなおその性格は残っている。住まい手の側
もそうしたつながりを求めているはずである。設計者との接触を密にし，協同で住まい手を組織し
街並づくりを行っている工務庖もある。また，住まい手のニーズも変化しており，木造在来構法と
いっても部品化された種々の建築資材を活用していくことも必要である。あるいは，木造は高価で
あるとする常識(富山のフォラムの討論では，そんなはずはないとする見解も述べられている)を
打ち破って行くための努力も必要である。木材を初めとする建材の流通問題にもメスを入れなけれ
ばならない。いづれにせよ問題は多く，筆者にとっても前述の建設省の施策の具体的内容とその結
果についての検討，各地におけるさまざまな先進的事例の検討など今後の課題としなければならな
い。今年の秋に予定されている富山での「第12回公開フォラム」のテ←マは，「住まい手と設計者・
施工者との新しい関係J (仮題)となっており，どのような報告がなされるか楽しみである。
今回は，反省と問題意識の整理，仮説的問題提起に終った。 順序が逆であるという批判を受ける
かもしれないが，事実に関する実証分析は今後の課題である。
(注)①椎名恒「建設産業における就業構造の変化と全建総連の組織的性格J (社会政策学会年報第
30集「先端技術と労働問題.!l126頁)
